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5.1 施設規模算定の前提条件 

5.1.1 施設規模算定の前提条件 

 都市計画法（用途地域）による指定 

対象地は第一種住居地域に指定されており、建物の建築において、容積率 200%、建

蔽率 60%の制限を受ける。 
また、対象地において整備が想定される商業系施設、業務系施設については上記の制

限の他、建物用途に係る制約として、延床面積 3,000 ㎡以下の制限を受ける。 
【建築物全般にかかる制限】 

容積率：200% 建蔽率：60% 
【建物用途によってかかる制限】 
 延床面積（商業系施設・業務系施設）：3,000 ㎡以下 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-1 対象地の用途地域 

出典：橿原市都市計画図  

対象地 
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（参考）建築物の制限 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市  

 
（参考）日影による中高層の建築物の制限 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：橿原市  
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（参考）用途地域による建築物の用途制限の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市  
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 都市計画法（高度地区）による指定 

対象地は 15m 高度地区に指定されており、15m 以上の建物の建築は不可。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-2 対象地の高度地区指定 

出典：橿原市都市計画図  

  

対象地 
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 その他指定 

上記の他、対象地は以下の区域に設定されている。 
 

表 5-1 対象地の指定状況 

都市計画区域（行政界） 大和都市計画区域 
区域区分 市街化区域 
用途地域 第一種住居地域（建蔽率 60%／容積率 200%） 
高度地区 15m 高度地区 

防火・準防火地域 建築基準法第 22 条区域 
許可地域（屋外広告物） 大和三山眺望景観保全地区（第２種） 

景観計画区域 遠望景観保全エリア 
出典：かしはらのちず（橿原市地理情報システム）  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-3 対象地の用途地域 
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 新駅利用者数・分担率 

奈良県別途委託業務である「令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託（医大・

周辺まちづくり検討事業（都づくり））」にて算出された駅利用者数を利用する。なお、

新駅利用者の端末交通手段別分担率は、平成 22 年のパーソントリップ調査結果より、

近隣駅の平均的な距離帯別アクセス交通手段分担率を集計し、医大前新駅の距離帯別利

用者数に当てはめて推測を実施している。 
 

表 5-2 新駅のアクセス手段別乗降人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  

（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  

 
 

 表記の整理 

過年度までの検討において、新駅が設置された段階を「新駅供用時」、対象地全体の整

備が完了した段階を「将来像」としていたが、本章以降より、新駅設置及び駅西側整備

を「第Ⅰ期整備」、駅東側整備（仮設駐車場撤去以降）を「第Ⅱ期整備」と表現する。 
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5.2 計画人口の算出 

5.2.1 算出する計画人口種別 

新駅需要予測にあたって求める計画人口種別は以下のとおりである。 
  

表 5-3 計画人口種別 

人口種別 人口の定義 

常住人口 地域の「夜間人口」 
就業人口 当該地域における居住者のうち働いている人口 
従業人口 当該地域において実際に働いている人口 
就学人口（15 歳未満・以上） 当該地域における居住者のうち学校に通っている人口 
従学人口（15 歳未満・以上） 当該地域における学校に通学している人口 

 

（参考）各人口の定義 
 

  
  
  
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 

 

 

出典：大阪市  
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5.2.2 民間開発施設の想定規模 

計画人口の算出にあたり、過年度土地利用計画図、他都市類似事例及び用途地域によ

る延床面積の制約をもとに施設規模を決定した。 
 

【敷地面積】 
商業系施設：約 8,700 ㎡ 
業務系施設：約 6,900 ㎡ 
住宅系施設：約 10,300 ㎡ 
芝生広場 ：約 11,200 ㎡ 

 
 （参考）過年度整備計画と敷地面積 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

過年度成果より抜粋  
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 商業系施設（民間） 

敷地面積が 8,700 ㎡かつ、第一種住居地域のため、住居系の施設用途の場合は延床面

積 17,400 ㎡、建築面積 5,220 ㎡の建物の建築が可能であるが、用途による制限を受け

るため、延床面積：3,000 ㎡として設定した。 
 

【商業系施設面積】 
 延床面積：3,000 ㎡ 

⇒第一種住居地域のため、床面積 3,000 ㎡以下とする必要あり 
 
（参考）用途制限を受けない場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：8,700 ㎡×200％＝17,400 ㎡ 
建築面積：8,700 ㎡× 60％＝ 5,220 ㎡ 

 
 

 業務系施設（民間） 

敷地面積が 6,800 ㎡かつ、第一種住居地域のため、住居系の施設用途の場合は延床面

積 13,200 ㎡、建築面積 4,080 ㎡の建物の建築が可能であるが、用途による制限を受け

るため、延床面積：3,000 ㎡として設定した。 
 

【業務系施設面積】 
延床面積：3,000 ㎡ 
⇒第一種住居地域のため、床面積 3,000 ㎡以下とする必要あり 

 
（参考）用途制限を受けない場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：6,800 ㎡×200％＝13,200 ㎡ 
建築面積：6,800 ㎡× 60％＝ 4,080 ㎡ 
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 住居系施設（民間） 

第一種住居地域の指定に基づいた場合、建蔽率 60％での建築が可能であるが、他都市

事例（ローレルスクエア健都ザ・テラス）を参考のうえ、住棟に限った場合の建蔽率が

37%程度であること及び 15m 高度地区の制限より最大４階相当の建物となることを考

慮し、以下の計算で各種規模を算出した。 
また、整備が想定される「①患者家族向け滞在施設」と「②医大研究機能併設型住宅」

の建築面積割合は県の意向をもとに設定した。（①1/3 ②2/3 で設定） 
 

【住棟建築面積】 
10,300 ㎡（敷地面積）×37%（住棟のみ建蔽率）＝3,800 ㎡ 

 
【延床面積（①患者家族向け滞在施設）】 

建築面積：3,800 ㎡×1/3＝1,270 ㎡ 
延床面積：1,270 ㎡×１階＝1,270 ㎡ 
※類似施設の「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」が延床面積

1,292.88 ㎡・平屋の建物のため、１階として設定 
 

【延床面積（②医大研究機能併設型住宅）】 
建築面積：3,800 ㎡×2/3＝2,530 ㎡ 
延床面積：2,530 ㎡×４階＝10,120 ㎡ 

 
（参考）敷地面積を最大活用した場合の延床面積及び建築面積 

延床面積：10,300 ㎡×200%=20,600 ㎡ 
 建築面積：10,300 ㎡× 60%= 6,180 ㎡ 

 
（参考）ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都／施設概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
出典：ドナルド・マクドナルド・ハウス年間報告書 2021 

（公益財団法人ドナルド・マクドナルド・ハウス・チャリティーズ・ジャパン）  
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5.2.3 計画人口の算出 

 常住人口―現状― 

常住人口に計上する箇所として、四条団地が想定されるが、橿原市の施設カルテ（令

和３年度末データ）より０人とする。そのため、現状の就業人口、就学人口も同様に０

人とする。 
 
（参考）施設カルテ：四条団地（ペア） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市公共施設カルテ（令和３年度末データ）  
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 常住人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了後に常住人口として想定されるのは、患者向け滞在施設及び医大研究

機能併設型住宅の居住者であるため、住宅系施設の人口を対象地全体の常住人口とする。 
なお、第Ⅰ期整備において住宅系エリアは仮設駐車場として利用予定であり、上記２

施設は未整備であるため、常住人口は 0 人である。 
 

①患者家族向け滞在施設（延床面積：1,270 ㎡） 
類似事例の「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」の数値をもとに算出 

②医大研究機能併設型住宅（延床面積：10,120 ㎡） 
建物の延床面積、橿原市の持ち家の専有面積・世帯人員等より算出 

 
 ①患者家族向け滞在施設について 
  延床面積：1,270 ㎡に対して、戸数：20 戸を想定。 

計画人口：20 戸×１人※1＝20 人 
※１戸当たりの滞在人員は、類似事例「ドナルド・マクドナルド・ハウスおおさか健都」

では各ベッドルームに２床程度のベッドが設置されていること、2021 年実績でベッ

ドルーム 20 室に対して総宿泊数 3,348 泊であることを踏まえて設定した。 
 

 ②医大研究機能併設型住宅について 
専有面積：10,120 ㎡×70%（レンタブル比）=7,084 ㎡ 
総戸数：7,084 ㎡／76 ㎡（１戸当たりの専有面積）＝93.21 戸≒93 戸 
計画人口：93 戸×2.22 人（１世帯当たりの世帯人員）=206.46 人≒206 人 

※レンタブル比は「建築物に対する景観規制の効果の分析手法について」で用いられた

マンションのレンタブル比（70～80%程度）を参考に医大研究機能併設型住宅の特性

上、共有部が充実する施設となることが想定されるため、70%で設定した。 
※１戸当たりの専有面積は、平成 30 年住宅・土地統計調査における「橿原市―持ち家―

共同住宅：１住宅当たり延べ面積」の数値、76 ㎡を利用した。 
※１世帯当たりの世帯人員は、平成 30 年住宅・土地統計調査における「橿原市―持ち家

―共同住宅：世帯数、世帯人員」の数値をもとに以下にて算出した 2.22 人を利用した。 
１世帯当たりの世帯人員： 11,110 人（世帯人員）／5,010 世帯（世帯数）＝2.22 人 

 
①、②より常住人口―住宅系（第Ⅱ期整備）―は以下のとおりである。 

20 人（①にて算出）＋206 人（②にて算出）＝226 人 
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（参考）マンションのレンタブル比 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：建築物に対する景観規制の効果の分析手法について／国土交通省  
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 就業人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了時の就業人口について、常住人口 226 人を基礎数値として算出。 
0~14 歳人口：226 人×11.5%（0~14 歳の人口割合）＝25.99 人≒26 人  
15 歳以上人口：226 人―26 人＝200 人 
就業人口：200 人（15 歳以上）×50.3%（就業者割合）＝100.6 人≒100 人 

（参考）橿原市における人口割合（総人口：119,554 人） 
0~14 歳：13,788 人(11.5%)  
15～64 歳：70,666 人(59.1%)  
65 歳以上：35,100 人(29.3%) 
15 歳以上の就業者割合：50.3% 

 
 就学人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

第Ⅱ期整備完了時の就学人口について、常住人口 226 人を基礎数値として算出。 
15 歳未満就学人口：226 人×7.5%（6~14 歳の人口割合）=16.95 人≒17 人  

※６歳～14 歳は義務教育として、全員就学と仮定 
15 歳以上就学人口：200 人×5.1%（15 歳以上就学者割合）＝10.2 人≒10 人 

（参考）橿原市における人口割合（総人口：119,554 人） 
内、6～14 歳の人口割合：8,944 人／119,554 人=0.075⇒7.5% 
15 歳以上の就学者数：5,432 人と推定（推定方法は次頁参照） 

15 歳以上の就学者割合：5,432 人／105,766 人(15 歳以上人口)＝0.0513⇒5.1% 
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（参考）橿原市における 15 歳以上就学者数の算出方法 
 
（Ⅰ）橿原市統計書（令和４年度）より、以下の数値を抽出 
  ■学校に所属する生徒・学生数 

小学校 中学校 
中等教育 

学校 
高等学校 

短期大学 
大学 

専修学校 
各種学校 

5,812 人 2,836 人 
中等：154 人 
高等：105 人 

2,371 人 1,580 人 308 人 

  ⇒橿原市内の学校所属の 15 歳以上（高校生以上）の学生： 
105 人+2,371 人+1,580 人+308 人=4,364 人 

 
■小学生・中学生に相当する年齢の人口 

7 歳～12 歳（小学生相当） 13 歳～15 歳（中学生相当） 
5,986 人 3,291 人 

 
■市外への通学者数、市内への通学者数 

市内⇒市外への通学者数 市外⇒市内への通学者数 
4,186 人 2,643 人 

 
（Ⅱ）市外へ通学が想定される小・中学生を算出 

 市内⇒市外への通学が想定される小学生：5,986 人―5,812 人＝174 人 
市内⇒市外への通学が想定される中学生：3,291 人―(2,836 人＋154 人)＝301 人 
市内⇒市外への通学が想定される小中学生：174 人＋301 人＝475 人 
 

（Ⅲ）市外へ通学が想定される 15 歳以上（高校生以上）の就学者数を算出 
  市内⇒市外への通学が想定される 15 歳以上の就学者数：4,186 人―475 人＝3,711 人 
  
（Ⅳ）橿原市内の学校所属かつ市内に在住する学生数と橿原市外の学校所属かつ市内に 

在住する学生数を足し、橿原市内に在住する 15 歳以上の就学者数を算出 
  橿原市内の学校所属かつ市内に在住する就学者数：4,364 人―2,643 人＝1,721 人 
  橿原市内に在住する 15 歳以上の就学者数：1,721 人＋3,711 人＝5,432 人 
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（参考）橿原市内の学校の在学者数（小学校・中学校・中等教育学校） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：橿原市統計書（令和４年版）  
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（参考）橿原市内の学校の在学者数（高等学校・短大大学・大学・専修学校・各種大学）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：橿原市統計書（令和４年版）  
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 従業人口―現状― 

奈良県看護研修センターの常駐職員の想定値として 10 人を計上する。 
 

 従業人口―住宅系（第Ⅱ期整備）― 

住宅系施設の常駐職員の想定値として 10 人を計上する。 
 

 従業人口―業務系（第Ⅱ期整備）― 

業務系施設の延床面積：3,000 ㎡をもとに算出した。 
なお、第Ⅰ期整備において業務系エリアは未整備のため 0 人とする。 

3,000 ㎡×75%（レンタブル比）=2,250 ㎡ 
10 ㎥/人（従業員一人当たりの空間）／ 2.5m（天井高）＝4.0 ㎡/人 
2,250 ㎡／４.0 (㎡/人)=562.5 人≒563 人 

※従業員一人当たりの気積は事務所衛生基準規則の数値（下記参照） 
※レンタブル比は国交省の「建築基準法の見直し検討会資料」で用いられた数値 

 
（参考）従業員一人当たりの気積 

第二章 事務室の環境管理  
（気積）  
第二条 事業者は、労働者を常時就業させる室（以下「室」という。）の気積を、

設備の占める容積及び床面から四メートルをこえる高さにある空間を除き、労働

者一人について、十立方メートル以上としなければならない。 

出典：事務所衛生基準規則  
 

（参考）年間事業規模算定にあたっての事業所ビルのレンタブル比想定 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：第８回建築基準法の見直しに関する検討会資料_国土交通省  
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 従業人口―商業系（第Ⅰ期整備・第Ⅱ期整備）― 

商業系施設の延床面積：3,000 ㎡、全国のスーパーマーケットの店舗状況平均値(2023
年版白書に掲載の 2022 年データ（最新）)をもとに算出。 

売場面積：3,000 ㎡×70%（売場の比率）＝2,100 ㎡ 
従業員数：(14.7＋44.2)人(千㎡あたりの従業員数)×2,100 ㎡/1,000=123.69≒124 人  

※売場の比率はバックヤード比率 30.5%より、70％として設定した。 
 

（参考）全国のスーパーマーケットの店舗状況平均値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：2023 年版スーパーマーケット白書_一般社団法人全国スーパーマーケット協会  
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5.2.4 その他利用者数 

 芝生広場利用者数 

類似の芝生広場（健都レールサイド公園：大阪府吹田市）の利用者数実績から 1ha あ

たりの日利用者数を推計し、当該芝生広場面積に対する日利用者数を算出した。なお、

健都レールサイド公園を類似事例として用いたのは、当該芝生広場と同様に健康増進を

目的とした芝生広場であるためである。 
 

表 5-4 健都レールサイド公園（大阪府吹田市）の利用状況 

公園敷地面積（ライブラリーを除く） 約 2.27ha 
公園利用者数（令和２年度） 41,933 人／年 
公園利用者数（令和３年度） 42,642 人／年 

出典：指定管理者制度導入施設の管理運営状況総合評価シート（令和３年度）  
 
①類似の芝生広場の年間利用者数を日利用者数に換算 
 42,642（人／年）／1.0%（最大日率）=426.42≒427（人／日） 
 ※最大日率（出典：造園マニュアル p.708） 

季節型 １季 ２季 ３季 ４季  
最大日率 1/30 1/40 1/60 1/100 ＝1.0% 

  ⇒最大日率は年間利用者数に対する最大利用日の割合であり、当該芝生広場は

通年での利用が見込まれることから「４季」を採用 
 
②単位 ha あたりの日利用者数 
 427（人／日）／2.27（ha）＝188.1≒189（人／（日・ha）） 
 
③当該芝生広場の日利用者数 
 189（人／（日・ha））×1.12（ha）＝211.68≒212（人／日） 
※最大日率は年間利用者数に対する最大利用日の割合であり、当該芝生広場は通年で

の利用が見込まれることから「４季」を採用した。 
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 商業施設利用者数 

「大規模開発地区関連交通計画マニュアル (改訂版 )/H26.6/国土交通省都市局都市計

画課」をもとに算出した。発生集中原単位を商業施設利用者数とした。 
 

【平日の発生集中原単位】 
10,600×1.0(α1)×1.0(α2)＝10,600（人 T.E/ha・日） 
発生集中交通量：10,600(人 T.E/ha・日)×0.3(ha)＝3,180(人 T.E/日) 
発生（集中）交通量：3,180(人 T.E/日)/2=1,590(人 T.E/日) ⇒商業系施設利用者数 
※α1：延床面積による割引率（下参考：図Ⅲ－７） 
 α2：鉄道駅からの距離による割引率（下参考：図Ⅲ－８） 
※発生（集中）交通量は発生集中交通量を等分した数値 
 

【休日の発生集中原単位】 
16,100×1.0(α1)＝16,100（人 T.E／ha・日） 
発生集中交通量：16,100(人 T.E/ha・日)×0.3(ha)＝4,830(人 T.E/日) 
発生（集中）交通量：4,830(人 T.E/日)/2=2,415 (人 T.E/日) ⇒商業系施設利用者数 
※α1：延床面積による割引率（下参考：図Ⅲ－10） 
※発生（集中）交通量は発生集中交通量を等分した数値 

 
（参考）商業施設（平日および休日）の発生集中原単位（割引率） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル(改訂版)/H26.6/国土交通省都市局都市計画課  

0.3 0.3 

120 
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（参考）商業施設（平日および休日）の発生集中原単位（算出式） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：大規模開発地区関連交通計画マニュアル(改訂版)/H26.6/国土交通省都市局都市計画課  
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5.2.5 計画人口のまとめ 

算出した計画人口を以下に整理した。 
 

表 5-5 計画人口のまとめ 

(人) 
用途 ｽﾃｰｼﾞ 

 

常住 
人口 

就業 
人口 

従業 
人口 

15歳以上

就学 
人口 

15歳以上

従学 
人口 

15歳未満

就学 
人口 

15歳未満

従学 
人口 

商業系 現状 ― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― 124 ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

― ― 124 ― ― ― ― 

住宅系 現状 ― ― 10*1 ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

226 100 10*2 10 ― 17 ― 

業務系 現状 ― ―  ― ― ― ― ― 

第Ⅰ期

整備 

― ― ― ― ― ― ― 

第Ⅱ期

整備 

― ― 563 ― ― ― ― 

※第Ⅰ期整備において住宅系施設、業務系施設は未整備のため、０人と設定  

※整備範囲において既存存置となるエリアは除く  

※*1 は奈良県看護研修センターの常駐職員の想定値、*2 は住宅等施設の管理人の想定値  
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5.3 施設規模算定 

医大・周辺まちづくりにおいて、以下の施設の規模を算定した。 
 

表 5-6 施設規模算定対象一覧 

施設名称 
規模算定

対象 

計画書への 

反映 

新駅  ―※1 〇 
自由通路  ―※1 〇 
駅前広場（東西両側） 〇 〇 
仮設駐車場（第Ⅰ期整備） 〇 〇 
駐車場（交通島内） 〇 〇 
自転車駐車場 〇 〇 
広場 〇 〇 
アクセス道路 〇 〇 

※１：奈良県の別発注業務にて施設規模算定を実施  



 

5-25 
 

5.3.1 駅前広場 

 駅前広場基準面積算定方式の選定 

駅前広場計画策定にあたって採用されている基準面積の算定方式としては「28 年式」、

「小浪式」、「48 年式」及び「98 年式」の４種類がある。このうち 28 年式は、駅の立地

条件により、乗降客数をもとに回帰式により一義的に定まる方式である。一方、残りの

３式は駅前広場に求められる各種機能ごとに必要な面積を算定し、積み上げて求める方

式となっている。中でも、98 年式は従来の 28 年式、小浪式、48 年式の作成された時代

から駅前広場に求められる機能、役割が多様化してきた時代背景に対応するために作成

されたものであり、駅前広場を交通空間と環境空間に分けて考えて面積を算定し、これ

らの総和を駅前広場基準面積としている。 
特に環境空間の考え方については 1945 年の「駅前広場設計標準」から変遷を続け、

48 年式では広場の 20％を歩道以外の環境空間として整備すること、98 年式では広場面

積の 50％以上を車道以外の空間として確保することが示され、算定方式において環境空

間重視の傾向が強まっている。 
本計画の基本方針として、歩行者空間の充実が挙げられることから、より環境空間の

確保に重きを置く 98 年式を採用した。 
 

表 5-7 駅前広場算定手法の移り変わり 

年度 指針・算定式 時代背景 環境空間の考え方 

1945 年（S20） 駅前広場設計標準 
交通広場としての 

駅前広場整備 
歩道空間確保と緑化 

1953 年（S28） 28 年式 
モータリゼーション

の進展 
1968 年（S43） 小浪式 

モータリゼーション

の一層の進展 
駅周辺地区の再開発

事業増加 
1973 年（S48） 

都市計画道路の 
設計標準 

環境空間の概念創出 

48 年式 
広場の 20%を歩道以外

の環境空間として整備 

1998 年（H10） 98 年式 

非鉄道利用者の駅前

広場利用増 
都市空間の有効活用

や重層化した都市機

能への対応 

広場面積の 50%を車道

以外の空間として確保 

※駅前広場計画指針（建設省都市局都市交通調査室監修）、  

都市と交通 No.36（第 50 回 運輸政策コロキウム）、  

駅前広場における歩行者空間の面積と施設配置に関する研究（蓮見和紀）をもとに作成  
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（参考）環境空間の考え方 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：首都圏における駅前広場の評価と整備方策  第 50 回運輸政策コロキウム  
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 広場面積の算定 

 駅前広場総利用者数の設定 

① 方向別鉄道利用者数 

駅前広場面積算定の対象とする医大前新駅の位置は、下図のとおりである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

駅前広場面積の算定に際して使用する鉄道利用者数は、別途推計した下表の４つのケ

ースのうち、予測年次「2041 年、まちづくり完成形」を採用することとする。 
  

表 5-8 医大前新駅乗降客の駅勢圏 

（人／日）  

 
  

図 5-4 医大前新駅の位置 
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② 方向別鉄道利用者数 

「2041 年、まちづくり完成形」の方向別駅利用者数は、駅東側は約 4,500 人/日、駅西

側は、約 3,900 人/日である。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 5-5 医大前新駅の駅勢圏と利用者数（2041 年、まちづくり完成形） 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  
 

表 5-9 医大前新駅アクセス手段別乗降人員 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

出典：令和５年度 新駅・自由通路整備検討業務委託  
（医大・周辺まちづくり検討事業（都づくり））  

（奈良県別途委託業務）  

医大前新駅アクセス手段別乗降人員 (人/日/乗降)

駅東西 ｱｸｾｽ手段
まちづくり あり なし あり なし

東側 徒歩 3,610 3,586 3,571 3,123
二輪 661 655 583 598

自動車 393 391 345 355
計 4,664 4,632 4,499 4,076

西側 徒歩 2,769 2,750 2,498 2,443
二輪 923 943 857 862

自動車 628 641 580 577
計 4,320 4,334 3,935 3,882

東西計 徒歩 6,379 6,336 6,069 5,566
二輪 1,584 1,598 1,440 1,460

自動車 1,021 1,032 925 932
計 8,984 8,966 8,434 7,958

2031年まちづくり暫定形 2041年まちづくり完成形
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